
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ～ 共生社会の実現！～  

 

 

小山のぶひろ  氏に訊く 
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小山のぶひろ プロフィール 

1975 年 12 月 26 日 掛川市（旧小笠郡 大須賀町）生まれ，磐田育ち。 

1982 年 大須賀町立横須賀幼稚園卒園 

1988 年 磐田市立磐田西小学校卒業 

1991 年 磐田市立磐田第一中学校卒業（水泳部所属） 

1994 年 静岡県立磐田南高等学校卒業（弓道部所属） 

1999 年 早稲田大学 政治経済学部 政治学科卒業  

2001 年 早稲田大学大学院 政治学研究科 修士課程修了（政治学修士） 

2001 年 農林中央金庫（JAバンク）入庫（2006 年 退職） 

2006 年 松下政経塾入塾（民主党静岡県第 3区総支部長就任により自主退塾） 

2007 年 日本公共政策学会入会（現在、日本公共政策学会員） 

民主党静岡県第 3区総支部長就任  

2009 年 第 45 回衆議院議員選挙にて初当選。衆議院議員（財務金融委員会 災害対策特別委員会所属）。 

 
 

 国会議員歳費日割り法案が成立                 

11 月 30 日に開かれた衆院本会議で、「国会

議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一

部を改正する法律案（議員歳費の日割り法案）

が議院運営委員長提出議案として上程され、全

会一致で可決された。 

川端達夫委員長は、「議員は議長、副議長、

議員となった日から、その身分を失った日まで

の歳費を受けるものとする。ただし、死亡、衆

院の解散の場合は当月分の歳費を受ける」と提

案理由を説明した。 

法案は、議員が１日でも在職した場合に、１

カ月分の歳費などが支払われている現状を改

め、日割によって計算して在職日数による支給

とすることが主な内容。 

同法案は、３日午後、参院本会議でも、全会

一致で可決され、成立した。 
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 企業・団体献金禁止法案の骨子を確認                

国会内で 1 日に開かれた政治改革推進本部

（本部長＝岡田克也幹事長）役員会で、企業・

団体献金禁止法案と個人献金促進優遇税制の

骨格が示され、確認された。年明けにも開かれ

る総会に諮られることになり、そこで了承され

れば、通常国会に議員立法として提出される。 

企業・団体献金全面禁止法案の骨格は、現行

の１企業・団体がその規模に合わせて年間 750

万円から１億円まで献金できるものを、法案成

立（2011 年を想定）後の 2012 年には３分の２、

2013 年には３分の１に削減し、2014 年には全

面禁止とするもの。（ただし、政治団体の寄付、

献金は可能。） 

現行 150 万円となっているパーティー券購

入の１企業・団体の年間限度額も、1年ごとに、

100 万円、50 万円と引き下げる。 

民主党静岡県第3区総支部事務所 
 

438-0078 磐田市中泉（御殿）656‐1 

TEL   0538‐39‐1234 

FAX   0538‐39‐1235  

E-mail  n_koyama@aroma.ocn.ne.jp 

 

※お気軽にご連絡・ご来所ください（磐田駅南口より徒歩 3分）。 

党員とは                                                      

○民主党の基

本理念と政策

に賛同する 18

歳以上の方な

ら誰でもなれ

ます。 

○在外邦人や

在日外国人の

方も OK です。 

○党員は、そ

れぞれの地域

にある民主党

の総支部（総

支部がない地

域は都道府県

連） 

 に所属しま

す。総支部と

は、衆議院、

参議院の各議

員、または公

認候補者など

を 

 代表者とす

る民主党の地

域組織です。 

○党費は年間

6,000 円です。 

○党員は、民

主党の運営や

活動、政策づ

くりに参画で

き、党代表選

挙で投票する

こ 

 とができま

す。 

○民主党の広

報紙「プレス

民主」（月 2回

発行）と党員

証が送付され

ます。党員の

権 

 利や活動は

民主党規約や

組織規則、倫

理規則で定め

られており、

それ以外の義

務 

 やノルマな

どはありませ

ん。 
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